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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第３四半期連結
累計期間

第84期
第３四半期連結
会計期間

第83期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 223,635 67,049 302,925

経常利益（百万円） 13,209 2,718 20,638

四半期（当期）純利益（△純損

失）（百万円）
3,968 △816 9,092

純資産額（百万円） － 106,024 110,880

総資産額（百万円） － 349,548 335,730

１株当たり純資産額（円） － 433.71 453.54

１株当たり四半期（当期）純利益

（△純損失）金額（円）
16.81 △3.46 38.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
16.80 － 38.22

自己資本比率（％） － 29.29 31.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,579 － 8,197

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△17,342 － △34,015

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
12,144 － 25,220

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 6,062 6,126

従業員数（人） － 3,165 3,166

（外、平均臨時雇用人員） － (605) (543)

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

　　　　３．第84期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 3,165 (605)

　（注）1.　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は()内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

 2.　臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 1,703 (270)

　（注）1．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は()内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

2．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

エラストマー素材 30,345

高機能材料 10,278

その他 1,111

　（注）１．消費税等は含んでおりません。

２．連結会社間およびセグメント間の取引が複雑で、セグメントごとの生産高を正確に把握することが困難なた

め、概算値で表示しております。 

(2）受注状況

　特記すべき事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

エラストマー素材 45,678

高機能材料 9,151

その他 12,221

合計 67,049

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．消費税等は含んでおりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1)　業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融不安により始まった世界的な景気後退の波が押

し寄せ、景気は急速に悪化しました。また、急速な円高も加わり、企業収益は大幅に減少しました。

石油化学業界におきましては、原油、ナフサ等の原料価格はピーク時に比べて半分以下にまで下落しましたが、

世界的な需要の減少から設備、在庫の過剰感が広がりました。

当社グループはこのような環境のもとで、引き続き「ＺΣ運動」によるコスト削減・低減に努め、エラストマー

素材事業部門では、需要に応じた生産調整に入るとともに販売活動に注力し、高機能材料事業部門では付加価値の

高い新製品の開発、事業拡大に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の経営成績は、売上高670億49百万円、営業利益39億30百万円、経常利益27

億18百万円となりましたが、欠損子会社及び投資有価証券評価損に関わる税効果を認識できなかった事から、8億

16百万円の四半期純損失となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。

（エラストマー素材事業部門）

合成ゴムの販売は、国内では、主要用途であるタイヤおよび自動車関連の需要が秋以降生産調整に入り、輸出は、

アジアを中心に需要の減少および先安観からの買い控えが始まり、販売数量は前年同期と比べて大きく落込みま

した。一方、原料価格は前四半期に比べて大幅に下落したことから、採算を重視した価格転嫁から一転、値下げ対応

を迫られる環境へ変化しました。また、為替が円高に転じたことは、輸出売上高に大きく影響を及ぼしました。

　米国子会社および英国子会社は、共に主要原料の供給不足の影響を受け、販売数量は前年同期を下回りましたが、

原料高騰に対して価格改定を実施しました。
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合成ラテックスの販売は、国内では紙用途、樹脂改質用途向けの販売が減少し、販売数量は前年同期を下回りま

した。一方、輸出につきましては、手袋用途が伸びたものの、樹脂改質用途の減少により販売数量は前年同期を若干

下回りました。この結果、合成ラテックス全体では、販売数量は前年同期を下回りました。

化成品の販売は、国内、輸出のいずれにおいても急激な需要の減少と在庫調整の影響を受け、販売数量は前年同

期を下回りました。タイの石油樹脂子会社は販売数量が前年同期を上回りました。

以上の結果、エラストマー素材事業部門全体の売上高は、459億65百万円、営業利益は56億53百万円となりまし

た。

（高機能材料事業部門）

高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー）関連では、光学レンズ用途、医療用途向け樹脂（ゼオネックス）は光

学レンズ用途を中心に急激な景気後退の影響により販売数量は前年同期を下回りました。光学部材用樹脂（ゼオ

ノア）は販売数量が前年同期を上回りましたが、光学部材は販売価格が継続して下落し液晶パネル用途を中心に

景気後退の影響を受け数量も伸び悩みました。この結果、高機能樹脂全体では販売数量は前年同期を下回りまし

た。

情報材料関連では、エッチング用ガスおよびレジストの販売は低調でしたが、電池材料、トナーが好調に推移し

ました。

化学品関連では、合成香料、特殊化学品共に販売数量は前年同期を下回りました。

以上の結果、高機能材料事業部門全体の売上高は、91億51百万円となりましたが、17億56百万円の営業損失とな

りました。

（その他の事業部門）

景気後退の影響が大きく、子会社の商事部門の販売が大きく落ち込み、また、他の部門も低調でした。

以上の結果、その他の事業部門全体の売上高は、127億33百万円、営業利益は99百万円となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）

　エラストマー素材事業部門では、合成ゴムの販売は、国内では、主要用途であるタイヤおよび自動車関連の需要が

秋以降生産調整に入り、輸出は、アジアを中心に需要の減少および先安観からの買い控えが始まり、販売数量は前

年同期と比べて大きく落込みました。一方、原料価格は前四半期に比べて大幅に下落したことから、採算を重視し

た価格転嫁から一転、値下げ対応を迫られる環境へ変化しました。また、為替が円高に転じたことは、輸出売上高に

大きく影響を及ぼしました。合成ラテックスの販売は、国内では紙用途、樹脂改質用途向けの販売が減少し、販売数

量は前年同期を下回りました。一方、輸出につきましては、手袋用途が伸びたものの、樹脂改質用途の減少により販

売数量は前年同期を若干下回りました。化成品の販売は、国内、輸出のいずれにおいても急激な需要の減少と在庫

調整の影響を受け、販売数量は前年同期を下回りました。

　高機能材料事業部門では、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー）関連では、光学レンズ用途、医療用途向け樹

脂（ゼオネックス）は光学レンズ用途を中心に急激な景気後退の影響により販売数量は前年同期を下回りまし

た。光学部材用樹脂（ゼオノア）は販売数量が前年同期を上回りましたが、光学部材は販売価格が継続して下落し

液晶パネル用途を中心に景気後退の影響を受け数量も伸び悩みました。この結果、高機能樹脂全体では販売数量は

前年同期を下回りました。情報材料関連では、エッチング用ガスおよびレジストの販売は低調でしたが、電池材料、

トナーが好調に推移しました。化学品関連では、合成香料、特殊化学品共に販売数量は前年同期を下回りました。

　その他の事業においては，景気後退の影響が大きく、子会社の商事部門の販売が大きく落ち込み、また、他の部門

も低調でした。

この結果、売上高は565億40百万円、営業利益は27億8百万円となりました。

（北米）

主に主要原料の供給不足の影響を受け、販売数量は前年同期を下回りましたが、原料高騰に伴う価格改定を実施

しました。

この結果、売上高は82億73百万円、営業利益は6億92百万円となりました。

（ヨーロッパ）

英国子会社は、販売数量は前年同期を下回りましたが、原料高騰に伴う販売価格改定、新製品の拡大等に努めま

した。ドイツおよびイタリアの販売子会社の販売数量は前年同期を上回りました。

この結果、売上高は54億31百万円、営業利益は2億14百万円となりました。
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（アジア）

シンガポール販売子会社は、合成ラテックスの販売が順調に推移し販売数量は前年同期を大きく上回りました。

タイの石油樹脂子会社、中国の子会社２社の販売数量も前年同期を上回りました。

この結果、売上高は63億22百万円、営業利益は2億88百万円となりました。

(2)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、60億62百万円となりま

した。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は3億37百万円となりました。これは主として、

税金等調整前四半期純利益や減価償却費等による資金の増加があったものの、たな卸資産の増加や法人税等の支

払等による資金の減少があったためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は54億1百万円となりました。これは主として、

有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は66億79百万円となりました。これは主として、

投資活動等に伴う資金需要に対応し有利子負債が増加したためであります。

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループは企業理念である「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を実現するために、平成20年度か

ら平成22年度の中期経営３ヵ年計画『IZ-60』（イノベーション・ゼオン　60）を策定し、課題に取り組んで参りま

した。

　しかしながら、米国のサブプライム問題に端を発した金融危機と、それをきっかけとした世界的な景気後退、およ

び急激な円高によって、当社グループを取り巻く環境は厳しさを増しています。

当社グループはこの環境変化に対応するために必要な諸課題に取り組んでまいります。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次の通りであります。

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行

われるべきものと考えており、当社株券等に対する大量買付けであっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　しかしながら、買収提案の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすものや、対象会社の株主に株券等の売却を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主が買収提案の内容

を検討するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さな

いものもないとは言えません。

　当社の企業価値を維持・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である、お客様にとって価値のある製

品、ひいては市場競争力の高い製品を続々と提供することを可能とする「独創的技術」の強化・創出とともに、高

度の専門性を有するのみならず、「スピード」「対話」「社会貢献」というゼオンの企業風土を理解し、具現化し

ている多様かつ有能な人材を、研究開発・生産・販売・管理等のさまざまな分野にわたり育成・確保すること、並

びにユーザー密着型の製品開発及び市場展開等に貢献する顧客・取引先との良好な関係を構築することが必要不

可欠です。さらに、当社は、「社会の公器」としての企業の社会的責任（ＣＳＲ）を全うし、広く社会からの信頼を

確保することも、企業価値の持続的向上のためには必要不可欠と考えております。従いまして、当社株券等の大量

買付けを行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解

した上で、これらを中長期的に確保し、向上させる姿勢と方針を持つのでなければ、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益は毀損されることになります。

　また、外部者である買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当社の有形無形の経営資源、将来を見

据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が当社の企業価

値及び株主共同の利益に及ぼす影響を短期間のうちに適切に判断することは必ずしも容易でないものと思われま

す。従いまして、当社株主の皆様に買収の提案の内容を検討するための十分な情報や時間を提供せずに、当社株券

等の大量買付けや買収の提案が行われる場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損されることに

なりかねません。

　当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない買収提案を行う者は、当社の財務及び事
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業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付けに対しては、必要かつ相当な対

抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

②　当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は昭和25年4月の設立以来、「大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」を企業理念として、大地（ギリ

シャ語で「ゼオ」）と永遠（ギリシャ語で「エオン」）からなるゼオンの名にふさわしく、世界に誇り得る独創

的技術により、地球環境と人類の繁栄に貢献することを使命に、企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向上に

努めてまいりました。具体的には、当社の開発した世界最高レベルの蒸留生成技術であるGPB法及びGPI法その他

の独自技術により、原油生成物であるＣ４留分及びＣ５留分を徹底的に分類精製し、特殊ゴム、リーフアルコール、

シクロオレフィンポリマー、光学フィルム等に代表される高付加価値の石油化学製品を続々と生み出すことを通

じて、高い性能を要求される用途に応え続け、お客様の価値ひいては当社の市場競争力を創造してきたものであり

ます。

　このように当社の企業価値の源泉は、第一義的には、お客様にとって価値のある製品、ひいては市場競争力の高い

製品を続々と提供することを可能とする「独創的技術」にあります。当社は研究拠点の整備・拡充、高機能材料事

業への重点配分を旨とした研究開発費の投入など、スピードと成功確率の向上を意識した研究開発体制の構築を

進めるとともに、「経営戦略と研究開発戦略の一致」を目的とした対話活動の充実を進めることを通じて、独創的

技術の継続的な強化・創出、ひいてはお客様の価値を創造する製品の上市による社会貢献に努めております。

　そして、このような独創的技術を基盤とした事業展開には、研究開発・生産・販売・管理等のさまざまな分野に

わたり、高度の専門性を有するとともに「スピード」「対話」「社会貢献」というゼオンの企業風土を理解し、具

現化している多様かつ有能な人材を確保することが不可欠であり、当社においても従業員との間で長年にわたり

醸成された深い信頼関係の下、こうした人材の育成・確保に努めております。また、長年の取引関係を通じ築き上

げてまいりました顧客・取引先との良好な関係も、ユーザー密着型の製品開発及び市場展開を可能とする等の面

で、当社の企業価値の維持・向上に寄与するものと考えられます。

　さらに、当社は、「社会の公器」としての企業の社会的責任（ＣＳＲ）を全うし、広く社会からの信頼を確保する

ことも、企業価値の持続的向上のためには必要不可欠と考えております。当社は「社会から信頼され、社員もゼオ

ンに働く誇りを感じる会社」をＣＳＲ戦略として掲げ、コンプライアンス体制の強化、安全な工場の実現、地域社

会との共生等の諸課題に継続的に取り組み、当社に係る利害関係者（いわゆるステークホルダー）の信頼の維持

・確保に努めております。

　当社は、中期経営計画の策定及び実行等の取組みを通じ、これら当社の企業価値の源泉を今後も継続的に発展さ

せていくことが、企業価値ひいては株主共同の利益の維持・向上につながるものと考えており、基本方針の実現に

も資するものと考えております。したがって、かかる取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致する

ものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

　当社は、平成20年6月27日開催の当社定時株主総会において、「当社株券等の大量買付行為に関する対応方針」

（以下「本対応方針」といいます。）を導入いたしました。当社は本対応方針を、平成20年5月20日付「当社株券等

の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について」として以下のＵＲＬに公表しております。詳細につ

いては、こちらをご覧ください。

http://www.zeon.co.jp/ir/news/20080520-1.pdf

　本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けが行われた際に、かかる大量買付けに応じるべきか否かを株主の

皆様が判断し、或いは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保すること、又は場合により

株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

反する買付行為を抑止するための枠組みとして導入されるものであり、基本方針に沿うものです。

　さらに、当社取締役会は次の理由から、本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
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１）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。

２）株主共同の利益を損なうものではないこと

　本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けがなされた際に、当該買付けに応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、或いは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、又は株主の皆様のために買付

者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させると

いう目的をもって導入されるものです。

　本対応方針の継続は、株主の皆様のご承認を条件としており、株主の皆様のご意向によっては本対応方針の廃止

も可能であることから、本対応方針が株主共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。

３）株主意思を反映するものであること

　当社は、本対応方針の導入に関する承認議案を本定時株主総会に付議し、本対応方針は株主の皆様の承認を得て

おりますので、その導入についての株主の皆様のご意向が反映されております。

　また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、株主総会において本対応方針を廃止する旨の決議が行われた

場合には、本対応方針はその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。

４）外部専門家の意見の取得

　当社取締役会は、大量買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案及び大量買付者との交渉を行うに際し

ては、必要に応じて、外部専門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得ます。これ

により当社取締役会の判断の客観性及び合理性が担保されることになります。

５）特別委員会の設置

　当社は、本対応方針の必要性及び相当性を確保し、経営者の保身のために本対応方針が濫用されることを防止す

るために、特別委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の公正を担保し、且つ、当

社取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしています。

６）デッドハンド型買収防衛策等ではないこと

　本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止することが可

能です。したがって、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、

発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交

替を一度に行うことができないため、その実施を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

(4)　研究開発活動

 　　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は29億82百万円であります。

　　 なお当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

 ①　キャッシュ・フロー

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、60億62百万円となりま

した。詳細につきましては、上記(2)キャッシュ・フローの状況をご参照願います。

 ②　財務政策

　当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金につきましては、内部資金または債権流動化による調達に加え、

金融機関からの借入及び資本市場からの調達等を行い、必要資金を確保することとしております。

　当社グループは、その健全な財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力および150億円のコ

ミットメントラインの借入未実行残高により、当社グループの成長を維持して行くために今後とも必要な運転資

金および設備投資資金を調達することが可能と考えております。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画

　①　前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設について、当第３四半期連結会計期間にお　　

　　いて重要な変更があったものは、次のとおりであります。

以下の設備の新設について、需要動向の見直し等により、完了予定年月をそれぞれ変更しております。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定
金額

(百万円)

変更後の完
了予定年月

当社

水島工場

岡山県

倉敷市

高機能材料

　

高機能樹脂

関連製品製

造設備　

11,900 未定

当社

高岡工場

富山県

高岡市

高機能材料

　

高機能ケミ

カル関連製

品製造設備

　

3,399 未定

当社及び㈱

オプテス富

山工場※2

富山県

氷見市

高機能材料

　

光学製品設

備拡充
2,930 未定

当社

川崎工場

川崎市

川崎区

エラスト

マー素材　

合成ゴム製

造設備　
4,200 未定

　（注）1.上記金額には、消費税等は含んでおりません。

　　※　2.当社は㈱オプテスを平成21年１月１日付で吸収合併いたしました。

　②　新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発
行数（株）

(平成20年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年２月13日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 242,075,556 242,075,556

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株でありま

す。

計 242,075,556 242,075,556 － －

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

　平成18年７月28日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 69

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 69,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成18年８月16日

至　平成48年８月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格                                   1,314.02

資本組入額                                   657.01

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は、上記の行使期間内において、原則として

当社の取締役の地位を喪失したときに限り、新株予約権を

行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい

う。）から当該権利行使開始日より10日を経過する日（た

だし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間

に限り、新株予約権を行使することができる。

　 ②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直系尊属に限る。）は、新株予約権

者が死亡した日の翌日から3ヶ月を経過する日までの間に

限り新株予約権を行使することができる。

③新株予約権1個あたりの一部行使はできないものとする。
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第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

　 ④新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。    

⑤その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に別途定めるものとす

る。新株予約権者は、新株予約権を行使する際、「新株予約

権割当契約」を締結していなければならない。   

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。  

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※２ 

平成19年７月30日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 70

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 70,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成19年８月16日

至　平成49年８月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,154.0

577.0

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は、上記の行使期間内において、原則として

当社の取締役の地位を喪失したときに限り、新株予約権を

行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい

う。）から当該権利行使開始日より10日を経過する日（た

だし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間

に限り、新株予約権を行使することができる。

　 ②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直系尊属に限る。）は、新株予約権

者が死亡した日の翌日から3ヶ月を経過する日までの間に

限り新株予約権を行使することができる。

③新株予約権1個あたりの一部行使はできないものとする。

④新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。    

⑤その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に別途定めるものとす

る。新株予約権者は、新株予約権を行使する際、「新株予約

権割当契約」を締結していなければならない。   

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。  

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※２ 

平成20年7月25日取締役会決議　
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第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 94

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 94,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
自　平成20年８月12日

至　平成50年８月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

422.0

211.0

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は、上記の行使期間内において、原則として

当社の取締役の地位を喪失したときに限り、新株予約権を

行使できるものとする。ただしこの場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」とい

う。）から当該権利行使開始日より10日を経過する日（た

だし、当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間

に限り、新株予約権を行使することができる。

　 ②新株予約権者が死亡した場合、その相続人（新株予約権

者の配偶者、子、1親等の直系尊属に限る。）は、新株予約権

者が死亡した日の翌日から3ヶ月を経過する日までの間に

限り新株予約権を行使することができる。

③新株予約権1個あたりの一部行使はできないものとする。

④新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。    

⑤その他の条件については、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約」に別途定めるものとす

る。新株予約権者は、新株予約権を行使する際、「新株予約

権割当契約」を締結していなければならない。   

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

決議による承認を要するものとする。  

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※２ 

（注）※１．新株予約権1個あたりの目的となる株式数は1,000株とする。ただし、当社が当社普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合には、新株予約権1個あたりの目的とな

る株式数を次の算式により調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り上げるものとする。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また、上記のほか、合併、会社分割その他の株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合

理的な範囲で株式数を調整する。
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※２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以下

総称して「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以

下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。  

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。  

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、合理的な範囲で株式数を調整する。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記③

に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象

会社の株式1株当たり1円とする。  

⑤新株予約権を行使することができる期間

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新

株予約権の行使期間の満了日までとする。  

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

i)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切

り上げるものとする。

ii)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記i)記載の資本金等

増加限度額から上記i)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

⑧新株予約権の取得条項

新株予約権の取得条項は定めないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑨その他の新株予約権の行使

の条件

上記の新株予約権の行使の条件に準じて決定する。 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
　（百万円）

平成20年10月１日

～

平成20年12月31日

― 242,075 ― 24,211 ― 18,336

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直近の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　    6,011,000 －  単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式    235,845,000 235,845 同上

単元未満株式 普通株式        219,556 － －

発行済株式総数 242,075,556 － －

総株主の議決権 － 235,845 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が11,000株（議決権の数11個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本ゼオン株式会

社

東京都千代田区丸

の内一丁目６番２

号

6,011,000 －　 6,011,000 2.48　

計 － 6,011,000 －　 6,011,000 2.48　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 10　月 11　月 12　月

最高（円） 533 573 513 479 471 430 364 317 306

最低（円） 420 440 422 402 402 339 211 242 245

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,413 6,509

受取手形及び売掛金 77,117 76,816

商品及び製品 51,378 42,711

仕掛品 4,839 4,558

原材料及び貯蔵品 9,889 8,752

未収入金 31,255 28,876

繰延税金資産 2,980 3,101

その他 5,387 1,940

貸倒引当金 △64 △88

流動資産合計 189,194 173,174

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 32,272 32,571

機械装置及び運搬具（純額） 45,425 50,424

土地 13,861 13,970

建設仮勘定 26,647 15,557

その他（純額） 3,456 3,741

有形固定資産合計 ※1
 121,662

※1
 116,263

無形固定資産

のれん 1,687 2,311

その他 3,623 3,587

無形固定資産合計 5,309 5,898

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 27,448

※2
 35,881

繰延税金資産 1,729 469

その他 4,670 4,506

貸倒引当金 △465 △462

投資その他の資産合計 33,382 40,393

固定資産合計 160,354 162,554

繰延資産 0 2

資産合計 349,548 335,730
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 80,612 79,712

短期借入金 41,304 25,351

コマーシャル・ペーパー 18,988 19,984

未払法人税等 2,811 3,021

賞与引当金 226 1,769

修繕引当金 3,962 1,048

その他の引当金 24 36

その他 29,690 25,621

流動負債合計 177,616 156,542

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 31,507 32,177

繰延税金負債 484 1,383

退職給付引当金 11,083 11,675

環境対策引当金 517 517

その他の引当金 447 622

負ののれん 109 175

その他 1,762 1,759

固定負債合計 65,909 68,309

負債合計 243,524 224,850

純資産の部

株主資本

資本金 24,211 24,211

資本剰余金 18,374 18,378

利益剰余金 68,112 67,000

自己株式 △5,429 △5,433

株主資本合計 105,268 104,156

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,814 5,056

繰延ヘッジ損益 △5 2

為替換算調整勘定 △3,248 △556

年金負債調整額 △1,448 △1,595

評価・換算差額等合計 △2,887 2,907

新株予約権 191 151

少数株主持分 3,452 3,666

純資産合計 106,024 110,880

負債純資産合計 349,548 335,730
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 223,635

売上原価 174,889

売上総利益 48,746

販売費及び一般管理費 ※
 34,804

営業利益 13,942

営業外収益

受取利息 148

受取配当金 887

負ののれん償却額 106

持分法による投資利益 24

雑収入 748

営業外収益合計 1,912

営業外費用

支払利息 1,206

為替差損 1,169

雑損失 270

営業外費用合計 2,645

経常利益 13,209

特別利益

固定資産売却益 32

貸倒引当金戻入額 31

その他 17

特別利益合計 81

特別損失

固定資産処分損 496

投資有価証券評価損 1,261

その他 211

特別損失合計 1,968

税金等調整前四半期純利益 11,322

法人税等 7,182

少数株主利益 171

四半期純利益 3,968
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 67,049

売上原価 51,689

売上総利益 15,361

販売費及び一般管理費 ※
 11,430

営業利益 3,930

営業外収益

受取利息 44

受取配当金 316

負ののれん償却額 24

持分法による投資利益 8

雑収入 246

営業外収益合計 639

営業外費用

支払利息 433

為替差損 1,335

雑損失 84

営業外費用合計 1,852

経常利益 2,718

特別利益

固定資産売却益 28

貸倒引当金戻入額 24

その他 1

特別利益合計 53

特別損失

固定資産処分損 93

投資有価証券評価損 1,181

その他 179

特別損失合計 1,453

税金等調整前四半期純利益 1,318

法人税等 2,184

少数株主損失（△） △50

四半期純損失（△） △816

EDINET提出書類

日本ゼオン株式会社(E00821)

四半期報告書

19/34



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 11,322

減価償却費 16,606

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,518

修繕引当金の増減額（△は減少） 2,914

受取利息及び受取配当金 △1,034

支払利息 1,206

投資有価証券評価損益（△は益） 1,261

売上債権の増減額（△は増加） △2,435

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,418

仕入債務の増減額（△は減少） 2,751

その他 △6,019

小計 13,635

利息及び配当金の受取額 1,092

利息の支払額 △1,302

訴訟関連損失の支払額 △879

法人税等の支払額 △6,966

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,579

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,194

無形固定資産の取得による支出 △938

投資有価証券の取得による支出 △553

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,003

貸付けによる支出 △656

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,342

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 11,071

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △996

長期借入れによる収入 10,500

長期借入金の返済による支出 △5,527

配当金の支払額 △2,816

少数株主への配当金の支払額 △76

その他 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,144

現金及び現金同等物に係る換算差額 △711

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △329

現金及び現金同等物の期首残高 6,126

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

266

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,062
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1）連結の範囲の変更

　前連結会計年度において非連結子会社で

ありましたTokyo Zairyo (Thailand) Co.,Ltd.

は重要性が増大したことにより、第１四半

期連結会計期間より連結の範囲に含めてお

ります。

（2）変更後の連結子会社の数

　24社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（1)重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

　たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は、通常の販売目

的で保有するたな卸資産については、従来、

主として総平均法による原価法によってお

りましたが、第１四半期連結会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号　平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

により算定しております。

　また、従来営業外費用に計上していた「た

な卸資産処分損」（当第３四半期連結累計

期間959百万円）につきましては、第１四半

期連結会計期間より売上原価に計上してお

ります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の

営業利益は、2,267百万円、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益は、それぞれ1,308百

万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

（2）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」の

適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務

諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い」（実務対応報告第18

号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算

上必要な修正を行っております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の

損益に与える影響は軽微であります。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　 (3)リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始する連

結会計年度に係る四半期連結財務諸表から

適用することができることになったことに

伴い、第１四半期連結会計期間からこれら

の会計基準等を適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を引き続き適用しておりま

す。

　また、当第３四半期連結累計期間の損益に

与える影響は軽微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の

低下が明らかなものについてのみ正味売却

価額を見積り、簿価切下げを行う方法によ

り算定しております。

２．原価差異の配賦方法 　原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦

を年度決算と比較して簡便的に実施してお

ります。

３．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ましては、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況につい

て、著しい変化がないと認められる場合は、

前連結会計年度決算において使用した将来

の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法により、また、著しい変化が認め

られた場合は、前連結会計年度決算におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングに当該著しい変化の影響を加味

したものを利用する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。

２．原価差異の繰延処理 　季節的に変動する操業度等により発生し

た原価差異は、原価計算期間末までにほぼ

解消が見込まれるため、当該原価差異を流

動資産（その他）および流動負債（その

他）として繰り延べております。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

有形固定資産の耐用年数の変更

　　当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年度の法人税

法改正に伴う法定耐用年数の変更を契機として見直し

を行い、一部の機械装置について、第１四半期連結会計

期間より、耐用年数の変更を行っております。

　この結果、従来の方法に比べ、当第３四半期連結累計期

間の営業利益は1,164百万円減少し、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益は1,170百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額   199,003百万円 

※２．担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものは、次のとおり

であります。

投資有価証券    264百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計額  188,401百万円 

※２．担保資産

　

投資有価証券 3,632百万円

　３．偶発債務　

　　保証債務　

　連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等からの

借入金等に対する債務保証

ゼオン・アドバンスド・ポリミク

ス社
   263百万円

(株）ＴＦＣ    2,090  

従業員  535

その他５社  211

　    3,099百万円

　３．偶発債務　

　　保証債務

　連結会社以外の会社及び従業員の金融機関等からの

借入金に対する債務保証

ゼオン・アドバンスド・ポリミク

ス社
297百万円

東材国際貿易（上海）有限公司  19

(株）ＴＦＣ    2,200     

従業員  601

　  3,117百万円
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当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　 係争事件に係る賠償義務

　当社および当社の欧州子会社（ゼオン・ヨー

ロッパ社およびゼオン・ケミカルズ・ヨーロッ

パ社）は、平成19年5月に欧州委員会より、欧州の

ＮＢＲ（アクリロニトリル・ブタジエン・ラ

バー）取引における競争制限取引の疑いに関す

る異議告知書を受領し、同年6月、その内容を検討

の上答弁書を提出しました。平成20年1月に欧州

委員会は、当社グループに対して、平成12年から

平成14年の期間の違反行為について5.36百万ユー

ロ（約8.4億円）の制裁金を課す決定を下しまし

た。これに対し当社グループは、提訴した場合の

裁判の長期化による時間的・費用的負担が多大

になること等を総合的に考慮し、提訴せずに制裁

金の支払いに応じることとしました。制裁金は平

成20年3月期の連結財務諸表に計上し、本年4月に

支払いを済ませました。

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃諸掛 5,755百万円

従業員給料手当           6,562　

賞与引当金繰入額         227　

退職給付引当金繰入額           540　

研究開発費          8,666 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運賃諸掛           1,724百万円

従業員給料手当         2,117 

賞与引当金繰入額         122 

退職給付引当金繰入額     189 

研究開発費           2,982 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定 6,413

預入期間が３か月を超える定期

預金
△351

現金及び現金同等物 6,062

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式  242,075千株 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式  　6,013千株 

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高

　ストック・オプションとしての新株予約権　191百万円（親会社191百万円）

４．配当に関する事項

　（１）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,416 6 平成20年３月31日平成20年６月30日 利益剰余金

平成20年11月13日

取締役会
普通株式 1,416 6 平成20年９月30日平成20年11月28日 利益剰余金

　（２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　　　　　　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 

エラスト
マー素材事
業

（百万円）

高機能材
料事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 45,678 9,151 12,221 67,049 － 67,049

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
287 － 512 799 (799) －

計 45,965 9,151 12,733 67,849 (799) 67,049

営業利益（△営業損失） 5,653 △1,756 99 3,996 (66) 3,930

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 

エラスト
マー素材事
業

（百万円）

高機能材
料事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 149,372 30,917 43,346 223,635 － 223,635

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,329 － 2,039 3,368 (3,368) －

計 150,701 30,917 45,385 227,003 (3,368) 223,635

営業利益（△営業損失） 14,944 △1,360 467 14,051 (109) 13,942

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要製品

(1）事業区分の方法

経営管理上採用している区分によっております。

(2)各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

エラストマー素材

事業
合成ゴム、合成ラテックス、化成品（Ｃ５石油樹脂、熱可塑性エラストマー等）

高機能材料事業

化学品（合成香料、有機合成薬品等）、情報材料（電子材料、トナー関連製品

等）、高機能樹脂（シクロオレフィンポリマー樹脂、シクロオレフィンポリ

マー成型品）

その他の事業
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、医療器材、ブタジエン抽出技術等、塩ビコンパウ

ンド、包装物流資材、住宅資材、その他

　　　２．会計処理の方法の変更

　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、エラスト

マー素材事業で248百万円、高機能材料事業で1,834百万円、その他の事業で184百万円それぞれ減少しております。

３．追加情報　

　「追加情報」に記載のとおり、当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正に伴う法定耐用年

数の変更を契機として見直しを行い、一部の機械装置について、第１四半期連結会計期間より、耐用年数の変更を

行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、エ

ラストマー素材事業で198百万円、高機能材料事業で959百万円、その他の事業で7百万円それぞれ減少しておりま

す。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 49,750 6,004 5,243 6,052 67,049 － 67,049

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
6,790 2,269 189 270 9,518 (9,518) －

計 56,540 8,273 5,431 6,322 76,567 (9,518) 67,049

営業利益（△営業損失） 2,708 692 214 288 3,903 27 3,930

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 173,002 17,258 16,802 16,573 223,635 － 223,635

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
24,607 7,656 609 1,527 34,400 (34,400) －

計 197,609 24,914 17,412 18,100 258,035 (34,400) 223,635

営業利益（△営業損失） 10,143 2,772 608 539 14,062 (120) 13,942

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米……………アメリカ

(2)ヨーロッパ……イギリス、ドイツ、イタリア

 (3)アジア…………タイ、シンガポール、韓国、中国

　　　　３．会計処理の方法の変更

　　　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、日本

で2,267百万円減少しております。

４．追加情報

「追加情報」に記載のとおり、当社及び一部の国内連結子会社は、平成20年度の法人税法改正に伴う法定耐用年

数の変更を契機として見直しを行い、一部の機械装置について、第１四半期連結会計期間より、耐用年数の変更を

行っております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、

日本で1,164百万円減少しております。　
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,741 7,693 13,056 563 29,052

Ⅱ　連結売上高（百万円）     67,049

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
11.5 11.5 19.5 0.8 43.3

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 21,920 25,421 48,450 1,900 97,690

Ⅱ　連結売上高（百万円）     223,635

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
9.8 11.4 21.7 0.8 43.7

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1）北米………………アメリカ、カナダ、メキシコ

(2）ヨーロッパ………イギリス、ドイツ、イタリア

(3）アジア……………中国、韓国、タイ、マレーシア、台湾

(4）その他の地域……ブラジル、オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められます。
　

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照

表計上額（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 21,764 24,752 2,988

(2）債券    

①国債・地方債等 - - -

②社債 - - -

③その他 - - -

(3）その他 - - -

合計 21,764 24,752 2,988

　

　  前連結会計年度末（平成20年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上

額（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 22,500 31,179 8,679

(2）債券    

①国債・地方債等 - - -

②社債 - - -

③その他 - - -

(3）その他 - - -

合計 22,500 31,179 8,679

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。
 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 6,852　 6,312　 543　

　
クーポンスワップ取

引
481　 43　 43　

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

前連結会計年度末（平成20年３月31日）

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 2,508 2,523 △24

　
クーポンスワップ取

引
476 △24 △24

　（注）　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 433.71円 １株当たり純資産額 453.54円

２．１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額（△）等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 16.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
16.80円

１株当たり四半期純損失金額 △3.46円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額（△）   

四半期純利益又は純損失（△）（百万円） 3,968 △816

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は純損失（△）

（百万円）
3,968 △816

期中平均株式数（千株） 236,063 236,063

　   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 187 －

(内、ストックオプション） （千株） (187) 　　　　　　　　　　 (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

共通支配下の取引等

　当社は、平成20年９月24日開催の取締役会における決議

に基づき、当社の100％子会社である株式会社オプテスを

平成21年１月１日付で吸収合併いたしました。

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業

結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要

（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容
事業の名称　　精密加工事業

事業の内容　　光学機器用部品の製造、組立て及び

販売　他

（2）企業結合の法的形式
当社を吸収合併存続会社、株式会社オプテスを吸

収合併消滅会社とする吸収合併

（3）結合後企業の名称
日本ゼオン株式会社

（4）取引の目的を含む取引の概要
株式会社オプテスは、光学フィルムや拡散板等の液晶

ディスプレイ用部材を中心に製造販売を担う当社の

100％子会社であり、これまで顧客の信頼を得ながら業
容を拡大してまいりました。

　しかしながら、市場環境の大きな変化によって精密加

工事業の収益が悪化しております。

　この度当社は、精密加工事業を当社の事業とすること

により、財務基盤を強化するとともに樹脂開発から成形

加工まで一貫した製品開発体制を構築し、優れた品質と

高いコスト競争力を確保する目的で、株式会社オプテス

を吸収合併いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離
等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、共通
支配下の取引として処理いたしました。

２【その他】

平成20年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・1,416百万円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・6円00銭　

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・平成20年11月28日

　（注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年２月１３日

日本ゼオン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 沼田　　徹　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 米村　仁志　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤原　　選　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ゼオン株式

会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１０月

１日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３１日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ゼオン株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成１８年７月５日）を適用し、

四半期連結財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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